
５ 　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区

域内において行われる場合に記載すること。

６ 　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令

による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。

３ 　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、住所はその法人の主たる事

務所の所在地を、氏名はその法人の名称及び代表者の職・氏名を記載すること。

４ 　※印のある欄は記載しないこと。

備考 １ 　宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域内

においては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造成に関する

工事の許可が不要となります。

２ 　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第１項の特定開

日 第 号

※許可に付した条件

※許 可 番 号 年 月

月 日 第 号※受 付 番 号 年

）

８
法第３４条の該当号及び該当す
る理由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

７
自己の居住の用に供するもの、
自己の業務用に供するもの、 自己居住用　・　自己業務用
その他のものの別 ・その他（

日

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

年 月

平方メートル

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

開
　
 
発
　
 
行
　
 
為
　
 
の
　
 
概
　
 
要

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積

４ 工 事 施 行 者 住 所 ・ 氏 名

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日

氏名

連絡先電話番号

日
南国市の納入通知書
兼領収書（領収日付印
済み）を南国市都市整
備課に持参すること。

南国市長 様

許可申請者住所

様式第２ （省令第16条関係）

開 発 行 為 許 可 申 請 書 ※　手数料欄

　都市計画法第29条第１項の規定により、開発行為の許可を申請します。

年 月
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５ 　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令

による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。

３ 　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、住所はその法人の主たる事

務所の所在地を、氏名はその法人の名称及び代表者の職・氏名を記載すること。

４ 　※印のある欄は記載しないこと。

備考 １ 　宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域内

においては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造成に関する

工事の許可が不要となります。

２ 　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第１項の特定開

日 第 号

※許可に付した条件

※許 可 番 号 年 月

月 日 第 号※受 付 番 号 年

）

８ そ の 他 必 要 な 事 項

７
自己の居住の用に供するもの、

自己の業務の用に供するもの、 自己居住用　・　自己業務用
その他のものの別 ・その他（

日

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

年 月

平方メートル

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

開
　
 
発
　
 
行
　
 
為
　
 
の
　
 
概
　
 
要

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積

４ 工 事 施 行 者 住 所 ・ 氏 名

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日

氏名

連絡先電話番号

日
南国市の納入通知書
兼領収書（領収日付印
済み）を南国市都市整
備課に持参すること。

南国市長 様

許可申請者住所

様式第２の２ （省令第16条関係）

開 発 行 為 許 可 申 請 書 ※　手数料欄

　都市計画法第29条第２項の規定により、開発行為の許可を申請します。

年 月
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計

事 務 費

借 入 金 利 息

利 益

附 帯 工 事 費

自 己 資 金 戻 入

借 入 償 還 金

排 水 施 設 工 事 費

給 水 施 設 工 事 費

計

支
　
　
　
　
　
　
　
　
出

用 地 費

工 事 費

敷 地 工 事 費

道 路 工 事 費

自 己 資 金

補 助 負 担 金

科　　　　　　目 金　　　　　　額

収
　
　
　
　
　
　
　
入

処 分 収 入

宅 地 処 分 収 入

借 入 金

様式第３ （省令第16条関係）

資　　　金　　　計　　　画　　　書

1 収支計画

（単位：千円）
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借 入 金 の 借 入 先

計

補 助 負 担 金

宅地処分収入

処 分 収 入

借 入 金

収
　
　
　
　
　
　
　
入

自 己 資 金

計

利 益

借 入 償 還 金

自己資金戻入

借入金利息

事 務 費

附帯工事費

用 地 費

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

事 業 費

工 事 費

年度 年度 計
科目

（単位：千円）

年度
年度 年度 年度

資　　　金　　　計　　　画　　　書
2 年度別資金計画
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備考 １ 　届出者が法人である場合においては、住所はその法人の主たる事務所の所在地を、

氏名はその法人の名称及び代表者の職・氏名を記載すること。

２ 　※印のある欄は記載しないこと。

号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

月 日 第

年

※ 検 査 済 証 番 号 年

日 第

月 日

※ 検 査 結 果 合　　　　　　　　否

※ 検 査 年 月 日

号※ 受 付 番 号 年 月

月 日

2
工事を完了した開発区域又は
工区に含まれる地域の名称

号 ）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

1 工 事 完 了 年 月 日 年

月 日 第

連絡先電話番号

　都市計画法第36条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年

南国市長 様

届出者 住 所

氏 名

様式第４ （省令第29条関係）

工　 事 　完 　了 　届 　出 　書

年 月 日
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備考 １ 　届出者が法人である場合においては、住所はその法人の主たる事務所の所在地を、

氏名はその法人の名称及び代表者の職・氏名を記載すること。

日
廃止した年月日

2
開発行為に関する工事の
廃止に係る地域の名称

3
開発行為に関する工事の

平方メートル
廃止に係る地域の面積

）が下記のとおり廃止しましたので届け出ます。

記

1
開発行為に関する工事を

年 月

日 第 号

連絡先電話番号

　都市計画法第38条の規定により､開発行為に関する工事（許可番号 年 月

南国市長 様

届出者 住 所

氏 名

様式第８ （省令第32条関係）

開発行為に関する工事の廃止の届出書

年 月 日
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２ 　※印のある欄は記載しないこと。

３ 　「その他必要な事項」の欄には建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設を

することについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

号

備考 １ 　許可申請者が法人である場合においては、住所はその法人の主たる事務所の所在地を、氏名はその法人

の名称及び代表者の職・氏名を記載すること。

月 日

※ 許可に付した条件

第※ 許 可 番 号 年

月 日 第 号

するかの記載及びその理由

５ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年

３
改築又は用途の変更をしようとする場合は、

既存の建築物の用途

４

建築しようとする建築物、用途の変更後の建

築物又は新設しようとする第一種特定工作物

が法第 34条第１号から第 10号まで又は

令第36条第１項第３号ロ、ハ若しくはホの

いずれの建築物又は､第一種特定工作物に該

２
建築しようとする建築物、用途の変更後の建

築物又は新設しようとする第一種特定工作物

の用途

１

建築物を建築しようとする土地、用途の変更

をしようとする建築物の存する土地又は第一

種特定工作物を新設しようとする土地の所

在、地番、地目及び面積 地目 実測面積 ㎡

氏名

連絡先電話番号

日
南国市長 様

許可申請者 住所

年

の第一種特定

月

工 作 物

新 築

改 築
の許可を申請します。

用途の変更

新 設

様式第９ （省令第34条関係）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は ※　手数料欄

第一種特定工作物の新設許可申請書　　　　
南国市の納入通知書
兼領収書（領収日付印
済み）を南国市都市整
備課に持参すること。

建 築 物

　都市計画法第43条第１項の規定により、
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委 任 状

そ
　
の
　
他

14

他 法 令 の 許 可 書 等 の 写 し

8 申 請 地 現 況 写 真

6 住 民 票 の 写 し

7 官 民 境 界 協 定 書

5 一次放流先の排水同意書 13 建 築 物 断 面 図
1/200
以上

4
土 地 の 使 用 承 諾 書 様 式

第 19 号
12 建 築 物 平 面 図

1/200
以上（印鑑証明書）

3 建 築 に 関 す る 理 由 書
様 式
第 18 号

11 土 地 利 用 計 画 図
1/500
以上

2
土 地 の 全 部 事 項 証 明 書

10
敷 地 現 況 図 1/500

以上及び公図写し （敷地実測図を含む）

1 許 可 申 請 書 様式第９ 9 付 近 見 取 り 図
1/2500
以上

　　　　　※　提出図書一覧表　　（正本１部・副本１部）　
（次の書類を整備し、市長に提出してください）

内　　　　　容 備　　考 内　　　　　容 備　　考

課 税 の 資 産 証 明 書

戸 籍 謄 本
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様式第１号（第６条、第１６条関係） 

設 計 説 明 書              

１ 開発目的  開発面積 （ヘクタール） 
平方メートル 

予 定 戸 数 計 画 人 口 

戸 人 

２ 

設 

計 

方 

針 

(１) 当該開発区域を選定した具体的理由 
 
(２) 排水施設の放流先の状況及び排水方法 
 
(３) 計画及び設計上特に留意した事項 
 
(４) そ の 他 

土 

質 

切  土  

盛  土  

土 

工 

量 

総 切 土 立方メートル 

総 盛 土 立方メートル 

流用盛土 立方メートル 

搬入盛土 立方メートル 

捨  土 立方メートル 

３ 区 域 及 び 区 分 

市街化区域・市街化調整区域・宅地造成等規制区域・用途地域（第一種低層住居専用・第二種低層住居専用・第一種中高層住居専

用・第二種中高層住居専用・第一種住居・第二種住居・準住居・近隣商業・商業・準工業・工業・工業専用・指定なし）・防火地

域・準防火地域・風致地区 

４ 

土
地
の
現
況 

区 分 宅 地 
農        地 

山 林 
公  共  用  地 

そ の 他 合 計 
田 畑 そ の 他 計 道 路 河 川 そ の 他 計 

面 積（㎡）             

割 合（％）            100 

５ 

土
地
利
用
計
画 

区 分 
宅        地 公  共  施  設  用  地 

そ の 他 合 計 
住 宅 用 利 便 施

設 用   
工 業 ・
商 業 用 計 道 路 河 川 ・

水 路   公 園 上下水道 緑 地 そ
の 他   計 

面 積（㎡）             

割 合（％）            100 

６ 

公 

共 

施 

設 

の 

整 
備 

計 

画 

区 分 内  容 延  長 面    積 管理者となるべき者 土 地 の 帰 属 備   考 

道 路 

道路幅 4.0ｍ 

（
のり

法面  ｍ） 
ｍ 
 

       ㎡ 
（ ） 

   

ｍ 
（    ｍ）         ㎡ 

（ ） 
   

ｍ 
（    ｍ）         ㎡ 

（ ） 
   

ｍ 
（    ｍ）         ㎡ 

（ ） 
   

ｍ 
（    ｍ）         ㎡ 

（ ） 
   

河 

川 
用水路 ｍ～  ｍ      

排水路 ｍ～  ｍ      

公 園 ㎡ 
（   箇所）      

給 水 施 設 管   径 
㎜～  ㎜      

下 水 施 設 管   径 
㎜～  ㎜      

緑 地 ㎡ 
（   箇所）      

そ の 他       

消 防 施 設 （   箇所）      

７ 

構
造
物
の
概
要 

開発区域外への取付道路の延長

及び道路幅 
（延長）    （道路幅） 
       ｍ        ｍ 注 １ １欄の「開発目的」は、宅地分譲、建て売り住宅、工場建設等の

別を記入してください。 
２ ３欄は、該当するものの全てを○で囲んでください。 
３ ４欄の「農地」の「その他」は採草放牧地、原野等について記入

し、「公共用地」の「その他」は道路及び河川以外の全ての公共用

地について記入し、「その他」は宅地、農地、山林及び公共用地以

外の全て（池沼等）について記入してください。 

４ ５欄の「宅地」の「利便施設用」は学校、郵便局、銀行、スーパ

ーマーケット等について記入し、「公共施設用地」は
のり

法面等の部分

を含めて記入し、「その他」は墓地等について記入してください。 

５ ６欄の「道路」は「面積」の上段に路面の面積を、下段に
のり

法面の

面積を記入し、「その他」は学校、郵便局、交番等について記入

し、「消防施設」は消火栓の箇所数等を記入してください。 

６ ８欄は、具体的に供給源からの施設経路を記入してください。 

７ 工区を分けて施行する場合は、全体についての設計説明書と各工

区ごとの設計説明書を作成してください。 

８ この用紙に書き切れないときは、別紙に記入して添えてくださ

い。 

９ 現況の平面図（縮尺1,000分の１以上）に公共施設の新旧の対照を

表示して添えてください。 

取付道路が接続する既設道路の

路線名及び道路幅 ｍ 

計 画 道 路 の 最 高 勾 配 ％ 

崖 面 保 護 擁 壁 の 最 高 直 高 ｍ 

暗 
きょ

渠 排 水 溝 最 小 内 径 ｍ 

８ 

電気 
・水

道・ 
ガス 
の供 
給方 
法  
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様式第２号（第６条、第１６条関係） 

（開発行為・開発行為に関する工事）をしようとする土地の区域内の権利者一覧表 

物 件 の

種 類 所在地及び地番 地 目 面 積 権 利 の

種 別 

権利者の住所及び氏名又は

主たる事務所の所在地、名

称及び代表者の職・氏名 

同 意 の

有 無 摘 要 

        

（開発行為・開発行為に関する工事）をしようとする土地の区域内の権利者については、上記の者が全て

であり、記入事項についても相違ないことを申告します。 
 

年  月  日  
 
 南国市長 様 
 

申請者  住所                      
氏名                      

〔法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

注 １ 開発行為をしようとする土地の区域と開発行為に関する工事をしようとする土地の区域とは、用紙

を別にしてください。 
２ 「物件の種類」欄は土地、建物等の別を、「権利の種別」欄は所有権、永小作権等の別を記入して

ください。 
３ 同意を得ているときは、「同意の有無」欄に○印を記入してください。 

４ 同一の物件に権利者が２人以上いるときは、その旨を「摘要」欄に記入してください。 
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式第３号（第６条関係） 

年  月  日  
開発行為者 住所 

氏名          様 

〔法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

 
権利者 住所               

氏名            ㊞  

〔法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

 
（開発行為・開発行為に関する工事）の施行同意書 

 
（開発行為・開発行為に関する工事）の施行について同意します。 

１ 物 件 の 種 類     

２ 所在地及び地番     

３ 地 目     

４ 面 積     

５ 権 利 の 種 別     

注 １ 開発行為の施行の同意と開発行為に関する工事の施行の同意とは、用紙を

別にしてください。 

２ 権利者の氏名は本人の自署とし、印鑑については市町村長が発行する印鑑

証明書を添えてください。 

３ 「物件の種類」欄は土地、建物等の別を、「権利の種別」欄は所有権、永

小作権等の別を記入してください。 
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様式第４号（第６条関係） 

年  月  日  
 南国市長 様 

工事設計者 住所                   
氏名                   
電話番号                 

 
工事設計者の資格に関する申告書 

 
都市計画法第31条に規定する設計者の資格について、次のとおり相違ないことを申告します。 

１ 学 歴 
学 校 名 学 部 及 び 学 科 卒 業 年 月 日 修 業 年 限 

  年 月 日  

２ 資 格  

３ 

実 

務 

経 

験 

勤   務   先 職 務 内 容 勤  務  期  間 勤務年数 

電話番号 
 

年 月～ 年 月 
 
 

 

電話番号 
   

 

電話番号 
   

 

電話番号 
   

４ 

設 

計 

経 
歴 

事業主の氏名又は名称

及び代表者名     
工事施行者の氏名又は

名称及び代表者名   
工事施行場所 

工事施行

面 積 
工 事 施 行 期 間 

電話番号 電話番号 
 

㎡ 
 

年 月～ 年 月 
 

 

電話番号 
 

電話番号 
   

 

電話番号 
 

電話番号 
   

 

電話番号 
 

電話番号 
   

５ 都市計画法施行規則第1 9条の該当資格 １号（イ・ロ・ハ・ニ・ホ・ヘ・ト・チ）・２号 

注 １ １欄は、設計資格に関係のある学歴を記入してください。 
２ ２欄は、技術士法（昭和58年法律第25号）、建築士法（昭和25年法律第202号）等による資格

について記入してください。 
３ ３欄及び４欄は、宅地開発に関する経歴を記入してください。 
４ 卒業証明書及び資格を証明する書類を添えてください。 
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様式第５号（第８条関係） 

 

年  月  日  
 南国市長 様 

申 請 者 住所                 
氏名                 

工事施行者 住所                 
氏名                 

〔法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 〕  

 
 

申請者の資力及び信用並びに工事施行者の能力に関する申告書 
 
 都市計画法第33条第１項第12号及び第13号に規定する申請者の資力及び信用並びに工事施行者の能力について、次のとおり

相違ないことを申告します。 

区     分 申 請 者 の 資 力 及 び 信 用 に 関 す る 事 項 工 事 施 行 者 の 能 力 に 関 す る 事 項 

１ 設 立 年 月 日     年  月  日     年  月  日 

２ 資 本 金 千円 千円 

３ 従 業 員 数 人（技術職員    人） 人（技術職員    人） 

４ 共 済 制 度 の 
加入状況    

失 業 保 険 制 度 加 入・未加入 失 業 保 険 制 度 加 入・未加入 

建 設 業 退 職 金 制 度 加 入・未加入 建 設 業 退 職 金 制 度 加 入・未加入 

５ 法令による登録   

６ 主として請け負

う工事の種類  
  

７ 前 年 度 事業 量 千円 千円 

８ 前 年 度 納税 額 法人税（所得税） 
千円 

事  業  税 
千円 

法人税（所得税） 
千円 

事  業  税 
千円 

９ 取引金融機関名   

10 
役員及び技術者

の略歴     

職名 氏 名 
資      格 

職名 氏 名 
資      格 

名 称 取 得 
年 月 日 

経験 
年数 名 称 取 得 

年 月 日 
経験 
年数 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

11 
宅地造成工事の

施行の略歴   

工事施行場所 工事施

行面積 
工事施

行期間 

発 注 者 の 
氏 名 又 は 
名 称 及 び 
代 表 者 名 

工事施行場所 工事施

行面積 
工事施

行期間 

発 注 者 の 
氏 名 又 は 
名 称 及 び 
代 表 者 名 

        

        

        

        

注 １ ５欄は、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）による免許、建築士法（昭和25年法律第202号）による建築士事

務所登録、建設業法（昭和24年法律第100号）による建設業者登録等について記入してください。 
  ２ 11欄は、宅地造成工事に類似した工事のことについても記入してください。 
  ３ 納税証明書の写しを添えてください。 
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様式第６号（第９条関係） 

 

都市計画法による開発許可標識    

１ 開 発 許 可 番 号 年  月  日    第     号     

２ 
許可を受けた者の住所及び氏名（主

たる事務所の所在地、名称及び代表

者の職・氏名） 

 
 

電話番号           
    

３ 
工事施行者の住所及び氏名（主たる

事務所の所在地、名称及び代表者の

職・氏名） 

 
 

電話番号           
    

４ 開 発 行 為 の 目 的    

５ 開発区域に含まれる地域の名称   
84.1セン 
チメー  

トル以上 

６ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル      

７ 工 事 施 行 予 定 期 間 年  月  日～   年  月  日     

８ 工 事 の 検 査 済 証 番 号 年  月  日    第     号    

 

備考 
詳細な内容は、南国市都市整備課に備え置いている開発登録簿にあります。 

  

     

59.4センチメートル以上     
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様式第７号（第１１条関係） 

年  月  日  
南国市長 様 

申請者 住所              
氏名              
電話番号            

〔法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

開発行為変更許可申請書 

都市計画法第35条の２第１項本文の規定により、開発行為の変更の許可を受けた

いので、次のとおり申請します。 

開 

発 

行 

為 

の 

変 

更 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル  

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 
工事施行者の住所及び氏名又は

主たる事務所の所在地、名称及

び代表者の職・氏名 
 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

７ 
自己の居住の用に供するもの、

自己の業務の用に供するもの、

その他のものの別 

自己居住用 ・ 自己業務用 

・その他（     ） 

８ 都市計画法第34条の該当号及び

該当する理由 
 

９ そ の 他 必 要 な 事 項  

開 発 許 可 番 号 年  月  日      第     号  

変 更 の 理 由  

※ 受 付 番 号 年  月  日      第     号  

※ 許可に付した条件  

※ 変 更 許 可 番 号 年  月  日      第     号  

注 １ 申請書に添付する図書については、原則として申請の日前３月以内に作成
されたものとしてください。 

２ 「開発行為の変更の概要」欄（９欄を除く。）は、変更前及び変更後の内
容を対照させて記入してください。 

３ ８欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域において行われる場
合に記入してください。 

４ ９欄は、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による
許可、認可等を要する場合にその手続の状況を記入してください。 

５ ※印欄は、記入しないでください。 
６ 当該変更申請に係る図書及び工事の進捗状況を示す図書を添えてくださ

い。 
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様式第８号（第１１条関係） 

年  月  日  
 南国市長 様 
 

届出者 住所                 
氏名                 
電話番号               

〔法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 〕  

 
開 発 行 為 変 更 届 出 書              

 
 都市計画法第35条の２第１項ただし書の規定により開発行為の軽微な変更をした

いので、同条第３項の規定により次のとおり届け出ます。 

１ 変 更 の 内 容 

（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 変 更 の 理 由  

３ 開発許可番号 年  月  日      第     号 

注 変更内容が分かる図書を添えてください。 
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様式第９号（第１３条関係） 

年  月  日  
南国市長 様 

 
申請者 住所                 

氏名                 
電話番号               

〔法人にあっては、主たる事務所の所

在地、名称及び代表者の職・氏名 〕  

予定建築物以外の建築物等の建築等許可申請書 

都市計画法第42条第１項ただし書の規定による建築等の許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 開 発 許 可 番 号 年  月  日    第     号 

２ 
土地の所在、地番、地目及び

面積            

 

 
地 目                     平方メートル 

３ 
建築物の新築、改築若しくは

用途の変更又は特定工作物の

新設の別          
新築・改築・用途変更・新設 構  造  

４ 
開発許可に係る予定建築物等

の用途           

 

５ 変 更 後 の 建 築 物 の 用 途 
 建築面積 

平方メートル 

延べ面積 
平方メートル 

６ 変 更 理 由 

 

注 １ 次に掲げる図書を添えてください（原則として申請の日前３月以内に作成されたものとしてくださ

い。）。 

(１) 方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示した付近の平面図（縮尺2,500分の１以

上） 

(２) 敷地の境界及び建築物又は特定工作物の位置を明示した敷地の現況図（縮尺500分の１以上） 

(３) 建築物又は特定工作物の平面図（縮尺200分の１以上） 

(４) 建築物の新築又は改築についての申請のときは、建築物の断面図（縮尺200分の１以上） 
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様式第１０号（第１４条関係） 

年  月  日 

 

南国市長 様 

 

届出者 住所 

氏名               

電話番号 

法人にあっては、主たる事務所の所 

在地、名称及び代表者の職・氏名 

 

許可に基づく地位の承継届出書 

 

都市計画法第44条の規定により許可に基づく地位を承継しましたので、南国市都市計

画法施行細則第14条の規定により次のとおり届け出ます。 

１ 開発許可番号又は建築許可番号 年  月  日  第     号 

２ 
被承継人の住所及び氏名又は主た
る事務所の所在地、名称及び代表
者の職・氏名 

 

３ 承 継 年 月 日 年   月   日 

４ 承 継 理 由 

相続・法人の設立・法人の合併・法人の分割 

 

 

 

 

 

 

注 １ ４欄は、できるだけ具体的に詳しく記入してください。 

２ 地位を承継したことを証明する書類（相続のときは承継人の戸籍の全部事項証

明書等、法人の設立又は合併若しくは分割のときは設立又は合併若しくは分割後

の法人の登記事項証明書等）を添えてください（原則として届出の日前３月以内

に作成されたものとしてください。）。 
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様式第１１号（第１５条関係） 

年  月  日  
南国市長 様 

 
届出者 住所                        

氏名                        
電話番号                      

〔法人にあっては、主たる事務所の所

在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

既存の権利に関する届出書 

都市計画法第34条第13号の規定により、次のとおり既存の権利について届け出ます。 

１ 職 業 又 は 業 務 の 内 容  

２ 土地の所在、地番、地目及び面積 
 

地目                面積   平方メートル 

３ 
土地又は土地の利用に関する所有

権以外の権利を有している目的 
 

４ 
土地の利用に関する所有権以外の

権利の種類及び内容       
 

５ 開 発 行 為 の 着 手 予 定 年 月 日 年     月     日 

６ 開 発 行 為 の 完 了 予 定 年 月 日 年     月     日 

注 １ 自己の居住の用に供する建築物を建築する目的で権利を有しているときは、１欄は、記入する必要

はありません。 
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様式第１２号（第１５条関係） 

年  月  日 
南国市長 様 

 
申請者 住所                         

氏名                         
電話番号                       

〔法人にあっては、主たる事務所の所

在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

 
開発行為の工事完了公告前の建築物等の建築承認申請書 

 
都市計画法第37条第１号の規定により開発行為の工事完了公告前の建築物等の建築の承認を受けたいの

で、次のとおり申請します。 

１ 開 発 許 可 番 号 年  月  日        第        号 

２ 
建築物等の敷地の所

在 及 び 面 積    

 

 
平方メートル 

３ 予定建築物等の用途  

４ 予定建築物等の構造  

５ 申 請 理 由  

注 次に掲げる図書を添えてください。 

１ 敷地の現況図及び付近の見取図 

２ 開発区域の造成計画の平面図 

３ 建築物又は特定工作物の配置図、各階平面図及び２面以上の立面図 

４ 建築物又は特定工作物を建築し、又は建設しようとする敷地の全体写真（予定建築物の敷地を朱で

囲んでください。） 

５ １から４までの図書のほか、必要な図書 
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様式第１３号（第１５条関係） 

年  月  日 
南国市長 様 

 
申請者 住所                     

氏名                     
電話番号                   

〔法人にあっては、主たる事務所の所

在地、名称及び代表者の職・氏名 〕 

用途地域の定められていない土地の区域における 
建築物の特例許可申請書            

 都市計画法第41条第２項ただし書の規定による建築の許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 開 発 許 可 番 号 年  月  日    第     号 

２ 土地の所在、地番、

地目及び面積    

 
 
地 目                         平方メートル 

３ 建 築 物 の 用 途  

４ 申 請 理 由  

区分  

 種別 
制  限  内  容 申  請  内  容 

５ 敷地面積に対する 
建築面積の割合   

  

６ 建 築 物 の 高 さ メートル メートル 

７ 壁 面 の 位 置   

８ 建 築 物 の 構 造   

９ 建 築 物 の 設 備   

10 そ の 他   

注 １ 次に掲げる図書を添えてください（原則として申請の日前３月以内に作成されたものとしてくださ

い。）。 
(１) 方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示した付近の平面図（縮尺2,500分の１以上） 

(２) 敷地の境界及び建築物の位置を明示した敷地の現況図（縮尺500分の１以上） 

(３) 建築物の平面図（縮尺200分の１以上） 

(４) 建築物の高さについての申請のときは、建築物の断面図（縮尺200分の１以上） 

 



174 

 

様式第１４号（第１５条関係） 

年  月  日 

南国市長 様 

申請者 住所 

氏名                      

電話番号 

法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 

 

 

開発許可を受けた地位の承継承認申請書 

 

都市計画法第45条の規定により、許可に基づく地位の承継の承認を受けたいので、次のと

おり申請します。 

１ 開 発 許 可 番 号 年  月  日     第     号 

２ 

被承継人の住所及び氏名又は主

たる事務所の所在地、名称及び

代表者の職・氏名 

 

３ 

工事施行者の住所及び氏名又は

主たる事務所の所在地、名称及

び代表者の職・氏名 

 

４ 権 原 の 取 得 年 月 日 年  月  日 

５ 承 継 理 由 土地の所有権の取得・その他 

注 １ ５欄の「その他」については、できるだけ具体的に詳しく記入してください。 

２ 次に掲げる図書を添えてください（原則として申請の日前３月以内に作成されたも

のとしてください。）。 

(１) 権原を取得したことを証明する書類（土地の登記事項証明書、契約書等） 

(２) 南国市都市計画法施行細則第８条に規定する申請者の資力及び信用並びに工事

施行者の能力に関する申告書 
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様式第１５号（第１５条関係） 

年  月  日  

南国市長 様 

申請者 住所                 

氏名                 

電話番号               

法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 

    

 

開発行為又は建築に関する証明書の交付申請書 

 

 建築基準法の規定による確認済証の交付を受けたいので、都市計画法施行規則第60条の規

定により、次の建築計画が都市計画法（第29条第１項・第29条第２項・第35条の２第１項・

第41条第２項・第42条・第43条第１項・第53条第１項）の規定に適合していることの証明書

の交付を申請します。 

１ 
土地の所在、地番、

地目及び面積 
 
地目         面積          平方メートル 

２ 
開発許可番号又は建

築許可番号 
年  月  日     第     号 

３ 区 域 及 び 区 分 

市 街 化 区 域 

用途区域 

第一種低層住居専用・第二種低層住居

専用・第一種中高層住居専用・第二種

中高層住居専用・第一種住居・第二種

住居・準住居・近隣商業・商業・準工

業・工業・工業専用・指定なし 

市街化調整区域 

その他の区域 

４ 建 築 計 画 

開発行為 有 ・ 無 開発行為      平方メートル 

用 途  建築面積      平方メートル 

工事種別  延べ面積      平方メートル 

５ 
証明を必要とする内

容及び理由 
 

申請のあった上のことについて、 

都市計画法第  条          の規定に基づき、 

年   月   日付け     第     号により許可したことを証明します。 

 

年  月  日   

 

南国市長          □印  
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様式第１６号（第１６条関係） 

年  月  日  

南国市長 様 

協議者 住所                

氏名                

電話番号              

法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 

    

開 発 行 為 協 議 書              

都市計画法第29条第１項第３号に該当する開発行為を行うので、南国市都市

計画法施行条例第４条の規定により次のとおり協議します。 

開

 

発

 

行

 

為

 

の

 

概

 

要 

１ 
開発区域に含まれる

地域の名称 

 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予定建築物の用途  

４ 

工事施行者の住所及

び氏名又は主たる事

務所の所在地、名称

及び代表者の職・氏

名 

 

５ 工事着手予定年月日 年   月   日 

６ 工事完了予定年月日 年   月   日 

７ 

都市計画法第29条第

１項第３号に該当す

る理由 

 

注 １ ７欄は、協議に係る開発行為の根拠法、施設名、事業主体名、事業名

等を具体的に記入し、その根拠となる書類を添えてください。 

２ 添付図書は、協議者により異なるので事前に確認してください。 
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様式第１７号（第１７条関係） 

年  月  日  

 南国市長 様 

申請者 住所                 

氏名                 

電話番号               

法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 

   

事 業 計 画 書              

 １ 開発区域に含まれる地域の名称、地目及び面積 

 

 

 ２ 住宅展示場が当該土地に必要な理由 

 

 

 ３ 展示建築物の構造及び規模 

 

 

 ４ 造成工期及び展示期間 

 

 

 ５ 展示場利用計画及び管理方法等 

 

 

 ６ 関係法令その他必要な事項 

 

 

 ７ 添付書類 

  (１) 位置図 （縮尺2,500分の１以上） 

  (２) 土地利用計画図 （縮尺1,000分の１以上） 

  (３) 建築物の平面図 （縮尺200分の１以上） 

  (４) 建築物の立面図 （縮尺200分の１以上） 

  (５) 造成計画の平面図 （縮尺1,000分の１以上） 

  (６) 造成計画の断面図 （縮尺200分の１以上） 

  (７) 排水計画の平面図 （縮尺1,000分の１以上） 

  (８) 現況写真 
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様式第１８号（第２０条関係） 

年  月  日  

南国市長 様 

申請者 住所                 

氏名                 

電話番号               

法人にあっては、主たる事務所の所
在地、名称及び代表者の職・氏名 

 

 

 

建 築 に 関 す る 理 由 書                

（場所）                          に計画中の建築物等 

（構造）                          に係る都市計画法第4

3条第１項の規定による許可申請の理由は、下記のとおりです。 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 １ 現在の状況（住所、営業、場所、面積等）、建築を必要とする理由、市街化区域

において建築が困難又は著しく不適当であるとする理由、建築を計画している場所

の状況（環境等）等を記入してください。 

２ 借家人等は、貸借関係を証明する書類を添えてください。 
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様式第１９号（第２０条関係） 

年  月  日  

南国市長 様 

申請者 住所            

氏名            

 

次のとおり、土地に関する権利者の承諾を得たので、都市計画法第43条第１

項の規定による許可申請書に添えて、提出します。 

土 地 使 用 承 諾 書              

年  月  日  

土地に関する権利者 住所             

氏名          ㊞  

電話番号           

私が権利を有する下記の土地に（住所）                

（氏名）          が（用途）                

として建築物等（構造・規模）                    を

建築することについて、承諾します。 

記 

所在地及び地番 

地     目 

面     積          平方メートル 

注 土地に関する権利者の印鑑については、市町村長が発行する印鑑証明書を添え

てください。 
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様式第２０号（第２０条関係） 

別 世 帯 調 書              

申 請 者 

氏     名 勤務先（会社名） 生 年 月 日 

  年  月  日 

家 族 の 状 況 現在の住居の状況          

１ 夫      ２ 妻 

３ 子（   人）４ 親（父・母） 

５ その他（ 人）合 計（  人） 

１ 親と同居中 ２ 借家 

３ アパート  ４ 社宅 

５ 寮     ６ その他（  ） 

土地所有者との続柄 別世帯を構成する理由（具体的に記入してください。） 

  

申 請 地 

土     地     所     有     者 

住所  氏名  職業  

地   目 面      積 取  得  年  月  日 

 平方メートル       年  月  日 

建 築 物 

建 築 物 の 構 造 建     築     規     模 

   １ 階（        平方メートル） 

  ２ 階（        平方メートル） 

  ３ 階（        平方メートル） 

  延 べ（        平方メートル） 

周囲の状況 

 

摘 要  

 注 戸籍の全部事項証明書を添えてください。 
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様式第２１号（第２４条関係） 
 

開 発 登 録 簿 （ 調 書 ）              

登録番号        

 市 町 村 名  番号   

 
１
開
発
許
可 

許可年月日 年  月  日 
許可を受

けた者 

住所又は主たる事

務所の所在地 

 

許 可 番 号 第     号 
氏名又は名称及び

代表者の職・氏名 

 

２

承

継 

承 継 承 認 

年 月 日 
年  月  日 

承 継 人 

住所又は主たる事

務所の所在地 

 

承 認 番 号 第     号 
氏名又は名称及び

代表者の職・氏名 

 

３

 

 

 

 

当

 

 

 

 

初

 

 

 

 

の

 

 

 

 

許

 

 

 

 

可 

工事の着手 

予定年月日 
年  月  日 

工事施行

者 

住所又は主たる事

務所の所在地 

 

工事の完了 

予定年月日 
年  月  日 

氏名又は名称及び

代表者の職・氏名 

 

区域及び区分 
市街化区域・市街化調整区域・宅地造成等規制区域・用途地域（第１種低層住居専用・第２種低層住居
専用・第１種中高層住居専用・第２種中高層住居専用・第１種住居・第２種住居・準住居・近隣商業・
商業・準工業・工業・工業専用・指定なし）・防火地域・準防火地域・風致地区 

開発区域に含

まれる地域の

名称 

 総面積 
（ha） 

㎡ 工区別 

面積 

 自己の居住又
は業務の用に
供するか否か
の別 

居住用・業務

用・その他  工区数 工区  

予定建築物等

の用途 

 

都市計画法第
41条第１項の
規定に基づく
制限の内容 

 

条 件 
 

公共施設の整 

備計画 

区 分 内 容 延長 面積 
管理者とな
るべき者 

区 分 内 容 延長 面積 
管理者とな
るべき者 

道 路 

道路幅 4.0ｍ 

（
のり

法面   ｍ）

ｍ ㎡ 

（ ）

 
公 園 

㎡ 

（  箇所） 

   

ｍ 
（    ｍ） 

    

（ ） 

 
給水施設 

管  径 
mm～ mm 

   

ｍ 
（    ｍ） 

    

（ ） 

 
下水施設 

管  径 
mm～ mm 

   

ｍ 
（    ｍ） 

    

（ ） 

 
緑 地 

㎡ 

（  箇所） 

   

ｍ 
（    ｍ） 

    

（ ） 

 
そ の 他 

    

河

川 

用水
路 

ｍ～  ｍ 
   

消防施設 
（  箇所） 

   

排水
路 

ｍ～  ｍ 
        

電気・水道 
・ガスの供 
給方法    

 

４
変
更
許
可 

許可年月日 許 可 番 号 変  更  の  内  容 条           件 

年 月 日 
   

５
工
事
完
了
の
検
査 

工 区 名 検 査 済 証 番 号 公 告 年 月 日 摘                 要 

 

年 月 日 

 

第   号 

年 月 日 

 

備

 

 

 

考 
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様式第２２号（第２８条関係） 

№       

 

開 発 登 録 簿 閲 覧 名 簿              

 

番号 年 月 日 住 所 氏 名 開発区域 閲覧理由 
開発登
録簿番
号 

閲覧承

認印 

返納確

認印 

 年 月 日     第 号   
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様式第２３号（第２８条関係） 

年  月  日  

南国市長 様 

申請者 住所                 

氏名                

電話番号               

法人にあっては、主たる事務所の所

在地、名称及び代表者の職・氏名 
    

 

開発登録簿の写し交付申請書 

都市計画法第47条第５項の規定により開発登録簿の写しの交付を受けたいので、次のとお

り申請します。 

１ 
開発区域に含まれる地域

の名称及び所在地 

 

２ 申 請 理 由 

 

３ 申 請 枚 数 調書     枚   図面     枚 

４ 開 発 登 録 簿 番 号 第      号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



184 

 

様式第２４号（第３０条関係） 

 

都 市 計 画 法 に よ る 命 令 の 公 示  

（ 土 地 又 は 工 作 物 等 の ） 所 在 地  

 

命 令 を 受 け た 者 の 氏 名  

 
こ の （ 土 地 又 は 工 作 物 等 ） は 、 都 市 計 画 法 （ 昭 和 四 十 三 年

法 律 第 百 号 ） に 違 反 し て い る の で 、     年   月   日

付 け で 、 同 法 第 八 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、      

                   を 命 じ た 。  

注 意 事 項  

１  こ の 標 識 を 損 壊 し た 者 は 、 刑 法 （ 明 治 四 十 年 法 律 第 四 十

五 号 ） 第 二 百 五 十 八 条 の 公 用 文 書 毀 棄 罪 で 罰 せ ら れ ま す 。  

２  こ の 命 令 に 違 反 し て 、        を 行 っ た 場 合 は 、

罰 せ ら れ ま す 。  

３      年   月   日 に 、  

水 道 事 業 者 名

電 気 事 業 者 名

ガ ス 事 業 者 名

  に 対 し

て   

水 道
電 気

ガ ス

  の 供 給 の 申 込 み の 承 諾 を 保 留 す る よ う 要 請

し て い ま す 。  

 

年   月   日  

南  国  市  長  

 

 



185 

 

様式第２５号（第３１条関係） 
 

第     号 

身分証明書 

 

 

所属 

 

職名 

 

氏名 

 

年  月  日生 

 
 
 

上記の者は、都市計画法第82条第１項の規定により立入検査をする職員であることを証明しま

す。 

年  月  日発行 

南国市長           □印  

 

 

（裏面） 

注意事項 

１ この証明書は、当該職にある限り有効とする。 

２ この証明書は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

３ この証明書は、転任し、又は退職したときは、直ちに返納しなければならない。 

都市計画法（抜粋） 

（立入検査） 

第82条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは市長又はその命じた者若しくは委任した者は、前

条の規定による権限を行うため必要がある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地若

しくは当該土地にある物件又は当該土地において行われている工事の状況を検査することがで

きる。 

２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯しなけ

ればならない。 

３ 前項に規定する証明書は、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならな

い。 

第93条 次の各号の一に該当する者は、20万円以下の罰金に処する。 

(１)・(２) 略 

(３) 第82条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

第94条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務又は財産に関して第91条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 

写真貼り付け箇所 
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委  任  状 
 

【代理者】 
 

【住  所】  
 

【氏  名】  

 

 

私は，上記のものを代理人と定め，下記の権限を委任いたします。 

 
 

記 

 

１．地名地番   

 

２．開発面積   

 

３．委任事項  □都市計画法第 29 条の規定に基づく開発許可申請（補正，受領を含む）

に係る一切の権限 

 

□都市計画法第 36 条第 1 項の規定による届出（完了検査の立会い，検

査済証の受領を含む）に係る一切の権限 

 

□都市計画法第 40 条の規定による土地の帰属等に関する事務手続きに

係る一切の権限 

 

□都市計画法第 43 条の規定に基づく建築許可申請（補正，受領含む）

に関する一切の権限 

 

□その他［                         ］ 

 

 

 

  年  月  日 

 

【委任者】 

 

【住  所】 
 

【氏  名】                      印 
 

【電話番号】 
 
備考１  許可申請者が法人である場合においては、住所はその法人の主たる事務所の所在

地を、 氏名はその法人の名称及び代表者の職・氏名を記載すること。 
   ２  委任者の印鑑については、市町村長の発行する印鑑証明書を添えてください。  



令和　年　　月　　日

現場代理人設置通知書

　南　国　市　長 平　山　　耕　三　　　様

  都市計画法35条の留意事項に基づき、上記のとおり現場代理人を選任しましたので
  通知いたします。
  なお、造成工事の施工に当たり、工事の責任者として現場代理人を工事現場に常駐
  させるとともに下記(1)、(2)の内容を順守します。

 (1)造成工事中の現場の管理、安全対策、また、工事に伴う水質汚濁、騒音、振動に
   よる地元とのトラブルを調整するとともに、必要に応じて許可権者(南国市都市整
   備課)に報告すること。

 (2)造成工事中に現場立会が必要な場合においては、立会をすること。

 (3)現場代理人は、工事の施工管理と必要な技術指導を行い、工事の完了検査に立会
    すること。

施行業者

開発区域の名称

開発許可番号

申　請　人

工事着手予定日 工事完了予定日

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日

現場代理人
氏　 名：
連絡先：
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戸

上記開発行為を行うに当たり、都市計画法第32条の規定に基づく協議（同意）が必要ですので、

関係図書を添えて申請します。

３

㎡

開 発 行 為 場 所

用 途 地 域

４

５

開 発 区 域 の 面 積

計 画 人 口 及 び 戸 数

１

設計説明書

開発行為に関する図面

土木委員等の意見書及び土地改良区の同意書

電話番号

日

印

住 所

氏 名

月

長 様

年

申請者

都市計画法第32条の規定に基づく協議申請書

記

１

２

新たに設置される公共施設調書及び求積図1/600以上

従前の公共施設調書及び求積図1/600以上

添付図書

開 発 行 為 の 目 的

人

４

５

６

７

２

３

留意事項

都市計画施設等の費用負担について協議を求める場合は摘要欄に記載すること。

「概要」欄には、広場、公園、緑地及び消防の用に供する貯水施設については面積のみを

「公共施設調書」に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記入し、この様式に準じて

申請者の印は、印鑑登録した印を押すこと。

造成計画平面図、公図の写しには開発区域を明示すること。

別紙を作成し記入すること。

「開発区域内」と「開発行為に関する工事」に分けて明示のうえ「公共施設調書」に記入

すること。

記載し、上・下水道管渠については、寸法及び延長のみを記載すること。

「備考」欄には、従前の公共施設用地が含まれている場合は公共施設別の面積を記載し、

図面で明示すること。
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１  新たに設置される公共施設調書

２  法第40条第１項の規定が適用される従前の公共施設調書

㎡m m

面 積 備 考幅 員 延 長 な る 者 帰 属
公 共 施 設 の

番号
概　　　　　　要 管理者と 土 地 の

摘 要
種 類

摘 要
種 類 幅 員 延 長 面 積

㎡

管理者と

m m

土 地 の

備 考 な る 者 帰 属
公 共 施 設 の

番号
概　　　　　　要
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法第34条第２号～第12号までに該当する場合の根拠

(法第34条第11号に該当する場合は、住宅地図で立地要件を図示すること。)

都市計画法第34条各号該当に関する申告書

許可を要する場合、その手続状況 申請書の提出先（ ）

届出者 住 所

氏 名

号 に該当していることについて、下記のとおり申告します。

なお、この申告書に記載した事項に相違ありません。

記

都市計画法第34条第

開
発
行
為
等
の
概
要

区域に含まれる地域の名称

開 発 区 域 の 面 積

建 築 物 の 面 積 等

％

様

日年 月

南国市長

平方メートル

Ｂ ／ Ａ × １ ０ ０
居住部分の延べ面積
（ Ａ ）

業務部分の延べ面積
（ Ｂ ）

備考

業務の種類

用　　途 該当する条項及びその理由（具体的に）

計労　務

人人

技　術

人 人

㎡ ㎡

事　務

小売業、加工業、修理業、サービス業、その他（                                 )

従　　業　　員　　数

予定建築物の用途が日常生活のため必要な物品の販売、加工、修理等の業務を営む者に該当する根拠

業務の内容
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